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様式第十六（第１１条第３項関係） 

 

特定半導体生産施設整備等計画の概要 

 

１．認定の日付 

令和５年１０月３日 

 

２．特定半導体生産施設整備等計画認定番号 

２０２３半経第００１号－１ 

 

３．認定特定半導体生産施設整備等事業者の名称等 

マイクロンメモリジャパン株式会社（以下「ＭＭＪ」） 

Ｍｉｃｒｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ， Ｉｎｃ（以下「ＭＴＩ」） 

  

４．認定特定半導体生産施設整備等計画の概要 

○ 特定半導体生産施設整備等計画の目標 

・マイクロンは、米国及び日本の開発拠点による開発により、国内で初めてＥＵＶ露光装置を量産

用に導入し、１γ世代ＤＲＡＭの製品化及び世界最大のセル密度を実現する。 

・チップサイズ縮小化により、現在広島工場で生産している１β世代に加え、１γ世代の先端メモ

リ半導体（ＤＲＡＭ）を生産し、国内主要産業への安定供給に貢献する。 

・生成ＡＩやデータセンター、自動運転等の最先端技術に必要とされる先端メモリ半導体の量産を

実現する。 

 

○ 特定半導体生産施設整備の内容 

⚫ 施設概要 

・施設の所在地：広島県東広島市吉川工業団地７番１０号 

・敷地面積：約３０．２万㎡、建設面積：約１０．９万㎡（広島工場全体） 

・主要製品：ＤＲＡＭ（１γ世代） 

・生産能力：４万枚／月（１２インチ換算） 

・総従業員数：約４，２００名 

 

⚫ 事業実施期間 

（投資着手）２０２３年１０月 

（設備設置）２０２５年第１四半期＊１～２０２８年第３四半期＊２ 

 

○ 特定半導体生産施設における生産の内容 

⚫ 施設で生産を行う半導体に関する内容 

・種類：記憶を行う半導体 

・性能に関する説明：一ビットの情報の記憶に必要な電子回路の面積が千三百七十平方ナノ以下 

 

⚫ 特定半導体生産施設整備等計画の下での事業実施期間 

（初回出荷）２０２６年第２四半期＊３ 

（継続生産）２０２８年第３四半期＊２ ～１０年以上の継続生産を予定 

  

マイクロン会計年度＊１：２０２４年９月～１１月、＊２：２０２８年３月～５月、＊３：２０２５年１２月～２０２６年２月 
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⚫ 製品の納入先に関する説明 

自動車、医療機器、インフラ、データセンター、５Ｇ、セキュリティ等 

 

○ 指針適合性の確保 

項目 確保措置の内容 

安
全
性
・
信
頼
性 

所有関係及びガバナンスの

透明性の確保 
• ＭＴＩがＭＭＪの株式を１００％所有。 

• ＭＴＩは、Ｎａｓｄａｑ証券取引所に上場。ＭＴＩの株式の 

５％を超えて保有する株主は、Ｔｈｅ Ｖａｎｇｕａｒｄ 

Ｇｒｏｕｐ ８．２％）及びＢｌａｃｋＲｏｃｋ，Ｉｎｃ． 

（７．８％）のみ。 

外国の法的環境等による 

特定半導体生産施設整備等

の適切性への影響 

• ＭＴＩは米国法人だが、本事業の実施及び１０年継続生産を

制限するような米国の現行法はなく、法律改正も想定されて

いない。 

供
給
安
定
性
等 

サプライチェーンを含む 

必要な生産能力確保に 

関する計画の整備 

• 生産に必要な原材料等の大部分を日本のローカルサプライ

ヤーから調達（２０２２年実績で生産関連費用の約８０％が

国内調達）。 

• 災害等の有事の際には、サプライチェーン情報を早期に把握

し、仮に原材料の供給不足や、供給リスクが高まった際には、

国外を含め、他の地域から当該原材料を融通する。 

事業継続計画の策定 • マイクロングループは、過去の自然災害の経験を活かし、緊

急時の行動や復旧手順を明確化し、危機管理チームによる定

期的なリスク見直しや訓練を実施している。 

• マイクロングループは、グローバルに生産拠点を有するた

め、有事の際には海外拠点から必要な材料の供給を受け、早

期の生産復旧や継続を実現している。 

人材確保に関する取組 • 過去３年間で約５５０人の新卒者を雇用。厳しいメモリ

市場環境の中、２０２３年にマイクロングループ全体で

約１０％の人員削減を実施したが、長期的に大きく拡大

する市場を見据え、今後の開発及び生産拡大に合わせ

て、新規採用を継続。 

• 広島大学等の主要大学において５年間で１００件以上

の講演・講義を提供し、計３，６００名以上の学生が参

加。中国経済産業局やＪＥＩＴＡと連携して、中国地域

半導体関連産業振興協議会にコアメンバーとして参画。 

• ２０２３年５月に、ＵＰＷＡＲＤＳ ｆｏｒ ｔｈｅ     

Ｆｕｔｕｒｅ (半導体の未来に向けた人材育成と研究

開発のための日米大学パートナーシップ)の創設を発表

し、人材育成の取組をさらに強化 

その他国内の特定半導体の

安定供給に資する取組 
• マイクロングループは、グローバル事業からの温室効果ガス

排出について、２０５０年までのネットゼロ達成をコミット

しており、広島工場においてもエミッション、電力量、水、

廃棄物の削減に取り組んでいる 

 

○ 特定半導体生産施設整備等を行うために必要な資金の額及びその調達方法 

⚫ 特定半導体生産施設整備を行うために必要な資金の額 

約５，０００億円 

⚫ 整備した特定半導体生産施設における生産を行うために必要な資金の額 
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年間で約１、２００億円の見込み 

            

○ 希望する支援措置 

助成金交付 

 

○ 特定半導体の国内における安定的な生産に資する取組に関する事項 

項目 説明 

需給がひっ迫した場合に

おける増産に関する取組

内容・体制の説明 

• 日本政府から需給ひっ迫した際の対応の要請があった場合には、Ｍ

ＭＪは、増産要請があった世代・製品に生産能力を集中させるなど

可能な限り増産を実施する。 

• また、ＭＴＩは、米国や台湾からの供給拡大も含め、グローバルな

生産計画の柔軟な調整を検討する。 

特定半導体等の生産能力
を強化するための投資に

関する説明 

• 本計画による設備導入完了後も生産能力を最大化するため、生産上

のボトルネックをタイムリーに把握するとともに、処理能力向上の

ために必要なソフトウェアの開発や設備更新を行う。 

• ＭＴＩは最先端メモリの開発能力および製造拠点を拡張するため

の投資機会を引き続き検討している。 

特定半導体等の生産能力

を強化するための研究開
発に関する説明 

• ＭＴＩの米国開発拠点と連携し、高度化する顧客や社会からのメモ

リ製品への要求を継続して満たすために必要な高速・高集積・低消

費電力を実現する次世代メモリの研究開発を行う。 

• 最先端技術の実現に向けて、日本の先進的な装置・材料メーカーと

協同し、日本の半導体エコシステム発展において、大きな役割を果

たしていく。 

特定半導体等に係る技術

上の情報を適切に管理す

るための体制に関する説

明 

• マイクロングループは、情報管理に関する規程類を整備済みであ

り、これに基づき、情報へのアクセス制限等を構築。 

• 情報漏えいした際の処分（懲戒解雇、出勤停止等）を、就業規則に

規定の上、関係部門で構成される委員会で決定。 

 

 

（備考）  

「４．認定特定半導体生産施設整備等計画の概要」中、認定特定半導体生産施設整備等事業者の営業

上の秘密に該当する部分については、これを公表の対象として記載していない。 

 

 

 


